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●日本繊維産業連盟監査委員会開催 

１月１１日(金)、繊産連の平成３０年度収支決算についての監査委員会が東京の繊維会館に

おいて開催された。繊産連の監査は日本紡績協会、日本羊毛紡績協会、日本綿スフ織物工業

連合会の３団体で実施されている。 

 
●日本繊維産業連盟総会・綿工連平松会長が意見表明 

１月１６日（水）、東京港区の東京プリンスホテルにおいて日本繊維産業連盟の総会が開催さ

れた。当日は、経済産業省製造産業局から大内審議官、杉浦生活製品課長ほかの出席があっ

た。最初に鎌原繊産連会長と大内審議官の挨拶があり、繊産連の活動報告、活動方針（案）等

が説明され、その後杉浦課長の「繊維産業の課題と経済産業省の取組み」と題した講演が行わ

れた。会議終了後は賀詞交歓会が開催された。 

なお、綿工連平松会長が意見表明を行い、工連の取組みと改正入管法での新しい在留資格

である特定技能１号の対象業種に繊維業を入れるよう要望した。 

 
●綿工連傘下産地素材展開催 

１月２４（木）－２５日（金）、東京港区の“ふくい南青山２９１”において、滋賀の高島織物工業

協同組合主催「第３３回ビワタカシマ２０２０春夏素材展」が開催された。 

翌週２９（火）－３０日（水）には北播磨地場産業開発機構主催の「播州織総合素材展２０１９」

が秋葉原の“アキバスクエア”において開催され、綿工連傘下企業も出展した。 

「遠州織物コレクション」は２月２１（木）－２２日（金）に渋谷の文化ファッションインキュベーショ

ンで開催される。 

 

日本繊維産業連盟監査委員会開催／日本繊維産業連盟総会・綿工連平松会長が意見表 

明／綿工連傘下産地素材展開催／ＳＣＭ推進協議会理事会開催／日ＥＵ・ＥＰＡ原産地規則

説明会開催／下請等中小企業の取引条件改善のための取組み／第１２５回繊維通商問題

委員会開催／平成３１年度予算・平成３０年度第ニ次補正予算について／ＥＰＡ・ＴＰＰの動向／

特許公開情報 

 

 

 

主 な 内 容 
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工連主催の「第７回綿織物産地素材展」は３月１９日(火)－２０日（水）、文化ファッションインキ

ュベーションで開催の予定。 

 

●ＳＣＭ推進協議会理事会開催 

１月２４日（木）、東京有明のＴＦＴビルにおいて、繊維ファションＳＣＭ推進協議会の平成３０

年度第１回理事会が開催された。 

当日は、平成３０年度事業活動の「取引適正化」「情報の共有化」「ＴＡプロジェクト」について

事務局より中間報告がなされ、承認された。 

また、平成３１年度は、「取引ガイドライン」の普及啓発活動を更に推進し、望ましい取引慣行

を普及、定着させる、国内のＣＳＲに対する法令遵守等国際的な潮流も踏まえつつ、「取引適正

化分科会(仮称)」を立ち上げ、更なる進展に向けた取組み方針も承認された。 

 

●日ＥＵ・ＥＰＡ原産地規則説明会開催 

１月２８日（月）、日本繊維産業連盟は東京の繊維会館において経産省経済連携課より講師

を招き標記説明会を開催した。また、大阪は綿業会館を会場に、東京での説明会をライブ中継

した。 

日ＥＵ経済連携協定は、ＴＰＰ１１協定と同様に「完全自己証明制度」が導入されることとなって

おり、輸出者（生産者）が手続き業務を行う必要があるため必要書類等について説明があった。 

相談、問合せ窓口は本誌「日・ＥＵ経済連携協定」の項目に記載。 

 

●下請等中小企業の取引条件改善のための取組み 

経済産業省は、下請等中小企業の取引条件改善に向けて、平成２８年９月に公表された「未

来志向型の取引慣行に向けて」に基づき、サプライチェーン全体での「取引適正化」や「付加価

値向上」に向けて、各産業界の取組みをまとめた「自主行動計画」の取組状況のフォローアップ

調査や、政府として下請中小企業の取引実態を把握するための取引調査員（通称「下請Ｇメン」）

による下請中小企業ヒアリングを実施してきた。 

これらの取組みを通じて把握した取引上の課題等をもとに、サプライチェーン全体での更なる

「取引適正化」に向けて、下請等中小企業の取引条件改善のため、下請中小企業振興法第３条

第１項に基づく「振興基準」について、望ましくない取引慣行の是正や、「働き方改革」への対応

などを踏まえた所要の改正が行われた。 

今後、改正の内容について、親事業者、下請事業者及び業界団体に周知し、社内での周知

徹底、業務規定やマニュアル等の点検・見直し等を要請していくとしている。 

〇下請中小企業振興法（昭和４５年法律第１４５号）第３条第１項の規定に基づいた「振興基準」 

http://www.meti.go.jp/press/2018/01/20190109002/20190109002-1.pdf 
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●第１２５回繊維通商問題委員会開催 

１月３０日(水)、繊産連の第１２５回繊維通商問題委員会が東京の繊維会館において開催され

た。当日は（１）日本の繊維貿易の現況について（２０１８年１－１１月期、２０１８年１１月・繊産連

説明）、（２）各国とのＥＰＡ交渉状況について（経産省説明）、（３）ＥＰＡ産業協力の現状につい

て、（４）その他（日ＥＵ・ＥＰＡ関連）の説明と意見交換があった。 

 

１. 輸出入全般の動向 

 ２０１８年１－１１月期の繊維貿易 

 
円ベース ドルベース 

百万円 前年同期比（％） 百万ドル 前年同期比（％） 

輸 出  ８１５,５４１ １０２ .２ 

 

 ７,４０２  １０３.９ 

輸 入 ４,０１８,８０９ 

 

 

 

 

 

１０６ .５ 

 

３６,４１４ １０８.２ 

①２０１８年１１月単月に関しては、輸出は円ベースで７９,６１０百万円（前年同月比１０２.８％）、

輸入は円ベースで３７０,６４９百万円（前年同月比１０３.１％）。 

②２０１８年１－１１月累計の繊維品別輸出入実績に関しては、輸出（円ベース）の前年同期

比は繊維原料は１００.９％、糸類（紡績糸・合繊糸）は１００.７％で、うち綿糸は９３.９％、

毛糸は１３０.１％、合繊糸は９９.９％。織物は９８.９％で、うち綿織物は９２.２％、毛織物は

１０６.６％、合繊織物は１００.４％。二次製品は１０５.３％。輸入（円ベース）の前年同期比

は繊維原料は１１０.５％、糸類（紡績糸･合繊糸）は１０４.９％で、うち綿糸は１０１.０％、毛

糸は１１３.９％、合繊糸は１０６.６％。織物は１０４.４％で、うち綿織物は１０１.７％、毛織物

は１０８.８％、合繊織物は１０５.７％。二次製品は１０６.６％。 

２. 各国・地域別輸出入の動向 

 ①輸出（２０１８年１－１１月累計） 

   Ⅰ.２０１８年１－１１月の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）向けは１０２.２％、

欧州１０６.３％。 

   Ⅱ.アジアにおいては中国が１００.２％。シェアは３０.１（前年同期比－０.６ポイント）。 

アセアン主要国は前年同期比でインドネシアが１０７.８％、ミャンマー１１７.０％、ベトナ

ム１０７.８％。アセアン全体では１０５.４％、シェアは２５.６％（前年同期比＋０.８ポイント）

と安定した伸び。アセアン以外では、パキスタン１３２.０％、バングラデシュが１１６.０％、イ

ンド１１２.４％と安定した伸び。欧州ではイギリスが１０５.１％、フランス１００.１％、ドイツ

が１１１.９％、イタリア１１２.１％。 

   Ⅲ.米州は１０６.１％、シェアは１０.６％で前年同期比＋０.４ポイント。 

②輸入（２０１８年１－１１月累計） 

   Ⅰ.２０１８年１－１１月累計の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）が１０６.５％、

米州１０４.５％、欧州１０９.５％。 
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   Ⅱ.アジアでは中国が１０１.５％。シェアは５７.６％（前年同期比－２.９ポイント）と引き続き減

少。 

   Ⅲ.アセアン全体では１１６.７％。主要国はベトナム１２０.３％、インドネシア１０９.３％、カン

ボジアが１２８.４％、マレーシアが１０９.４％、ミャンマー１３６.１％。アセアンのシェアは２

６.４％（前年同期比＋２.３ポイント）と安定。なかでもベトナムのシェアは１２.３％（前年

同期比＋１.４ポイント）と堅調に推移。アセアン以外では韓国１０５.６％、台湾１０２.５％、

パキスタン１１７.１％、バングラデシュは１２９.８％、インド１０８.３％と伸びている。欧州で

はイギリス１１０.８％、フランス１０５.６％、イタリア１０９.８％。 

次回の繊維通商問題委員会は２月２７日（水）開催予定。 
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●平成３１年度予算、平成３０年度第二次補正予算について 

前号において、１２月２２日に閣議決定された平成３１年度予算案のうち中小企業・小規模事

業者関係予算案のポイント、政策の重点項目を掲載しているが、経済産業省関係一般会計は 

３,５５０億円、うち中小企業対策費は１,１１７億円となっている。平成３０年度第二次補正予算案

の経産省関係は２,７８４億円で、うち中小企業対策費は２,４８９億円。以下は平成３１年度予算、

平成３０年度第二次補正予算関連のＰＲ資料より抜粋。スキーム図の予算案額の（ ）内は前年

度の数字。 

 

①事業承継・再編・統合等による新陳代謝の促進 
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②生産性向上・人手不足対策 
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③地域の稼ぐ力の強化・インバウンドの拡大 

 



２０１９年(平成３１年)   ２月号 Vol.１８３５             綿スフ織物情報  

 
 
 

 - 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



綿スフ織物情報              ２０１９年(平成３１年)  ２月号 Vol.１８３５ 

 
 

 

 - 12 - 

④経営の下支え、事業環境の整備 
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ＥＰＡ（経済連携協定）／ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向 

●我が国のＥＰＡへの取組状況 
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●ＴＰＰの概要 

 

●TPP１１の動き 

１月１９日、東京において第１回ＴＰＰ委員会（冒頭安倍総理出席、議長：茂木大臣）が開催さ

れ、１１か国の閣僚が出席した。 

この会合では、 

(１) 昨年１２月３０日のＴＰＰ１１協定発効を受け、第１回ＴＰＰ委員会（協定に基づく、協定の運

営等に関する高意思決定機関）を閣僚級で開催。 

(２) ４つの委員会決定文書を採択  

①協定の運営：  

ＴＰＰ１１協定の国内手続を完了し、寄託者であるニュージーランドに通報した順（メキ

シコ、日本、シンガポール…）に、１年毎に交替で議長を務めること、２０１９年を全ての

ＴＰＰ１１参加国の発効に向けた移行期間とすること等、協定の円滑な運営のために必

要な事項。 

   ②新規加入手続：  

加入希望国・地域との協議の段取り、加入作業部会の立上げ等、実際に加入を調整

していくにあたり必要な手続。 
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③国対国の紛争解決（ＳＳＤＳ）手続規則： 

紛争解決パネルでの審理手続に関する細則及びパネリストが審理を行うに当たって従う

べきルール。 

④投資家対国家の紛争解決（ＩＳＤＳ）仲裁人行動規範：  

仲裁人が仲裁を行うに当たって従うべきルール。 

(３) １１か国閣僚声明を採択（別添以下ＵＲＬ） 

https://www.cas.go.jp/jp/tpp/tpp11/pdf/190119_tpp_statement_jp.pdf 

   ・協定発効・第１回委員会開催を祝福。自由貿易推進等に向け、協定の円滑な実施とそ

の拡大のための重要な出発点との認識を共有。 

・１１か国の結束維持の重要性を再確認、全ての署名国について協定が早期発効するこ

とへの期待を表明。 

・ 新たな国・地域の加入を通じ、協定を拡大していくという強い決意の表明。 

（ＴＰＰ政府対策本部： https://www.cas.go.jp/jp/tpp/tpp11/index.html） 
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なお、凍結項目に入らなかったが、一定期間猶予する内容（２項目）についてはサイドレター 

（補足文書）を交わすこととなる。 
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日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉              

●日・ＥＵ経済連携協定について 

２０１８年１２月に批准手続きを終えた日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）は２０１９年２月１日に発効し

た。この協定は、日本とＥＵとの間において、物品及びサービスの貿易の自由化及び円滑化を

進め，投資の機会を増大させるとともに、電子商取引、政府調達、競争政策、知的財産、中小企

業等の幅広い分野での経済連携のための枠組みを構築するもの。 

ＥＰＡの実務に関しては日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）に「ＥＰＡ活用のための窓口」が開設さ

れており、輸出入手続きやビジネスの相談に応じている。 

〇https://www.jetro.go.jp/theme/wto-fta/tpp/contact.html（ＥＰＡ／ＴＴＰ／ＷＴＯ） 

  〇https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa.html（日ＥＵ・ＥＰＡ） 

 〇https://epa-info.go.jp/（原産地申告の準備等実務） 

 

https://www.jetro.go.jp/theme/wto-fta/tpp/contact.html
https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa.html
https://epa-info.go.jp/
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●日中韓経済連携協定について 

１２月６日から７日まで，中国・北京において，第１４回日中韓自由貿易協定（ＦＴＡ）交渉会合

が開催された。この会合では、日中韓ＦＴＡ交渉の加速化に合意し，来年の日中韓ＦＴＡ交渉の

進め方について議論が行われた。また、ＲＣＥＰ交渉の進捗を踏まえ，幅広い交渉分野について

議論が行われた。第１５回日中韓ＦＴＡ交渉会合は，日本で開催する方向で，今後日程を調整

することとなった。 

〇外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000264138.pdf 

中韓ＦＴＡ発効を踏まえたアジア貿易自由化への影響  

東アジアの繊維貿易フロー （２０１７年） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000264138.pdf
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●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

今月（２０１９年２月）にＰＳＲ（品目別原産地規則）についての会合が開催されるが、関税率表

の５０～６３類（紡織用繊維及びその製品）についてはアセアン内でもまとまっていない状況。 

日・ＲＣＥＰ協定概要については、http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf 

 

 

１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 

 
●日・コロンビア経済連携協定について 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html 

   

●日・カナダ経済連携協定について  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html 

 

●日・トルコ経済連携協定について 

 外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html  

 

 

 

 

 

 

 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf
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●特許公開情報 
２０１９年１月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/web/all/top/BTmTopPage 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

[特許公開情報] （２０１９年１月公開分） 

＜１月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2019-015014 

旭化成株式会社 

国立大学法人岐阜大学 

カワボウテキスチャード株

式会社 

混繊糸の製造方法、混繊糸、及び織物又は編 

 

物の製造方法 

2 特開 2019-015007 林撚糸株式会社 
カバーリングヤーン、意匠撚糸及びこれを用

いた繊維構造体 

3 特開 2019-014997 ユニチカ株式会社 
炭素繊維織物用緯糸およびこの緯糸を用いた

炭素繊維織物 

4 特開 2019-014994 帝人株式会社 布帛および繊維製品 

5 特開 2019-014990 ＫＢセーレン株式会社 

嗜好性飲料抽出フィルター用フィラメント、

及びそれからなる嗜好性飲料抽出フィルター

用織物 

6 特開 2019-014989 ＫＢセーレン株式会社 海島型複合繊維およびそれからなる布帛 

7 特開 2019-014505 ＫＢセーレン株式会社 
嗜好性飲料抽出フィルター用マルチフィラメ

ント 

8 特開 2019-011542 

オーミケンシ株式会社 

グリーンサイエンス・マテ

リアル株式会社 

株式会社ロイネ 

レーヨン繊維 

9 特開 2019-011525 信越石英株式会社 ガラスクロス光反射体 

10 特開 2019-010792 日本電気硝子株式会社 
メッシュシート積層体及びコンクリート剥落

防止材 

11 実登 3219716 台湾毛巾企業有限公司 タオル構造 

12 特開 2019-007128 

ピーティー アジア パシ

フィック レーヨン 

（シンガポール） 

溶解パルプ 

13 特開 2019-007122 
日本エクスラン工業株式会

社 

３次元捲縮を有する扁平アクリロニトリル系

繊維及び該繊維を用いたパイル布帛 
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１月 の 行 事 

１月１１日………… 繊産連監査委員会（東京・繊維会館） 

１月１６日………… 繊産連役員総会・・賀詞交換会（東京・東京プリンスホテル） 

１月２４日………… ＳＣＭ推進協議会理事会（東京・ＴＦＴビル） 

１月２４～２５日……ビワタカシマ２０２０春夏素材展 東京展（東京・ふくい南青山２９１） 

１月２９～３０日……播州織総合素材展（東京・アキバスクエア） 

１月３０日………… 第１２５回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

 

２月以降の行事 

２月７～８日……… ビワタカシマ２０２０春夏素材展 大阪展（大阪・綿業会館） 

２月２１～２２日……遠州織物コレクション（東京・文化ファッションインキュベーション） 

２月２６日………… 綿スフ工連／綿工連／同交会理事会（大阪・綿業会館） 

２月２７日………… 第１２６回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

３月 ２日………… 綿工連綿’s 倶楽部全国交流会（名古屋・名古屋観光ホテル） 

３月１９～２０日……第７回綿織物産地素材展（東京・文化ファッションインキュベーション） 

４月２６日………… 綿スフ工連／綿工連／同交会幹事会（東京） 

５月２１～２２日…… ＪFW-Premium Textile Japan ２０２０Ｓ/Ｓ（東京国際フォーラム） 

５月２４日…………綿スフ工連／綿工連通常総会、同交会理事会・評議員会（大阪・綿業会館） 

 

 

 

 

14 特開 2019-007118 
ユニチカトレーディング株

式会社 

仮撚マルチフィラメント糸、その製造方法、及

び織編物 

15 特開 2019-007107 
ソンウォルビナジェイエス

シー（ベトナム） 
パイル織物及びその製造方法 

16 特開 2019-006948 日東シンコー株式会社 粘着テープ 

17 特開 2019-006024 
帝人株式会社 

シバタ工業株式会社 
衣類用摩耗防止布および衣類 

18 特許 6454437 東洋紡ＳＴＣ株式会社 複合糸及びそれを用いた織編物 

19 特開 2019-002094 衛藤  武志（東京都） 
配筋材用の繊維束織物及びこれを使用したコ

ンクリート配筋構造 

20 特開 2018-001553 横浜ゴム株式会社 
コンベヤベルト用繊維補強層およびコンベヤ

ベルト 

21 特開 2018-000003 ユニチカ株式会社 防蟻用メッシュシート 
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“ジャパン・コットン・マーク”は 
優れた国産綿素材製品の証明です 

 

国産綿素材の優れた品質をアピールして需要振興を

図るため、国内で製造した綿素材の織物を使用した

繊維製品に対してジャパン・コットン・マークの表示を

推進しております。 


